
令和６年度都道府県・政令指定都市犯罪被害者等施策主管課室長会議

ＤＶ防止、性犯罪・性暴力被害者支援
について

内閣府男女共同参画局
男女間暴力対策課女性に対する暴力根絶のため

のシンボルマーク
女性に対する暴力をなくす運動

令和６年７月２３日（火）
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ＤＶ防止法・保護命令制度について



保護命令の
申立て

医師等は、
配偶者暴力相談支
援センター等の利用の
情報提供の努力義務

相 談
援 助
保 護

＜身体に対する暴力＞
①発見者は通報努力義務
②医師等は通報可能
(被害者の意思を尊重
する努力義務）

厚生労働大臣が定める基準を満たす者
（ 民間シェルター等）※守秘義務

発
令

警察
○ 被害発生防止のために
必要な措置・援助

福祉事務所

民間団体

連携

連携

書面提出等

保護命令
発令

の通知

保護命令違反に対する罰則
２年以下の懲役 又は ２００万円以下の罰金

配
偶
者
暴
力
を
行
っ
た
配
偶
者配偶者暴力相談支援センター・警

察への相談等がない場合、
公証人面前宣誓供述書を添付

センターに
相談等が
あった場合

配偶者暴力防止法（DV防止法）の概要 【フローチャート】

児童相談所

配偶者暴力相談支援センター
○ 相談支援又は相談機関の紹介
○ カウンセリング
○ 緊急時における安全の確保
○ 一時保護（女性相談支援センター）
○ 自立支援、保護命令制度・シェルターの
利用についての情報提供・助言・関係機関
との連絡調整・その他の援助

委
託

保護命令
○ 被害者への接近禁止命令
○ 被害者への電話等禁止命令
○ 子への接近禁止命令
○ 子への電話等禁止命令
○ 親族等への接近禁止命令
● 退去等命令
期間：○１年間、●原則：２か月間

特例：６か月間

地方裁判所

国民、
医師等

被

害

者

原則：口頭弁論又は審尋の期日
身体に対する暴力又は
脅迫を受けた者

女性相談支援員・
女性自立支援施設

《法定協議会》※守秘義務
・都道府県：努力義務
・市町村：できる規定

連携体制

※令和６年４月１日施行時点



○接近禁止命令等の申立てができる被害者の範囲・要件の拡大（枠線部分が拡大） /期間の伸長（６か月→１年）

○電話等禁止命令の対象行為に、文書の送付・SNS等の送信、GPSによる位置情報の無承諾取得などを追加
○子への電話等禁止命令を創設（被害者と同居する未成年の子）

○退去等命令の期間について、特例を新設
住居の所有者・賃借人が被害者のみである場合には、申立てにより、原則２か月→６か月

○保護命令違反の厳罰化
１年以下の懲役／100万円以下の罰金 → ２年以下の懲役／200万円以下の罰金

配偶者暴力防止法（DV防止法）の令和５年改正 ［ポイント］

◆保護命令制度の拡充

○国が定める「基本方針」・都道府県基本計画について
① 被害者の自立支援のための施策
② 国、地方公共団体、民間団体の連携・協力 を必要的記載事項に。

○被害者保護のための情報交換・支援内容の協議を行う協議会を法定化【都道府県は努力義務、市町村は「できる規定」】
（設置根拠、協議会の従事者等の守秘義務等）
※ 配偶者暴力相談支援センター、警察、児童相談所、法テラス等の関係機関の参加を想定

◆切れ目ない支援を行うための多機関連携の強化

※ 「重大な危害」：
少なくとも通院加療を要する程度の危害

令和６年４月１日施行

「身体」 を 「心身」（身体・精神）に拡大



保護命令に関するパンフレット（内閣府男女局ウェブサイト掲載）
https://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/keihatsu/index.html
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性犯罪・性暴力被害者支援について



性犯罪･性暴力被害者のためのワンストップ支援センター

#８８９１（はやくワンストップ）
→最寄りのワンストップ支援センターにつながる

性犯罪・性暴力被害者支援に係る取組

性暴力被害者のための夜間休日コールセンター
（令和３年10月１日～）

性犯罪・性暴力の夜間の相談や緊急対応
のため、これまで夜間休日には対応して
いないワンストップ支援センターの運営時
間外に、被害者からの相談を受け付け、
ワンストップ支援センターと連携して、支援
を実施

性暴力に関するＳＮＳ相談
Cure time

（キュアタイム）

キュアタイム 検索



性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター

目 的

・被害直後からの総合的な支援を可能な限り一か所で提供
・被害者の心身の負担を軽減し、その健康の回復を図る
・警察への届出の促進・被害の潜在化防止

設置根拠
・第５次男女共同参画基本計画
・第４次犯罪被害者等基本計画

・47都道府県
（52か所）

目 的
役 割

設置根拠
設置都道府県数
（か所数）

求められる
核となる機能

・産婦人科等医療的支援（緊急避妊薬の処方・証拠採取・継続的な医療等）
・法的支援（弁護士相談、弁護士紹介等）
・心理的支援（精神科の医療費やカウンセリング費用の補助等）

機 能

・内閣府から、都道府県等に対し
「性犯罪・性暴力被害者支援のための交付金」を交付運 営

設置形態
・病院拠点型（12センター）
・相談センター拠点型（３センター）
・相談センター中心連携型（37センター）

・21都府県（令和６年４月）
・「性暴力被害者のための夜間休日コールセンター」

夜間休日に対応していない道府県について対応（内閣府が設置）

24時間
運営

相談件数 ・69,100件（令和５年度）


